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高 速 鉄 道 事 業 会 計 

 

１ 業 務 実 績 

業務量の推移をみると，第１表のとおりである。 

「営業キロ程」は３０．６㎞，うち西神・山手線２２．７㎞，海岸線７．９㎞，「在籍車両数」は 

２０８両，うち西神・山手線１６８両，海岸線４０両であり，それぞれ前年度末と同数となっている。 

「運転車両数」は年間延べ６万４千両，うち西神・山手線５万３千両，海岸線１万１千両，｢運転走

行キロ｣は年間延べ１，９０３万８千㎞，うち西神・山手線１，６３９万４千㎞，海岸線２６４万４千

㎞である。前年度がうるう年であったこと及び海岸線でのイベント列車の運行が減少したこと等によ

り，前年度に比べ全線でそれぞれ３２０両（０．５％），７万２千㎞（０．４％）減少している。 

「乗車人員」は年間延べ１億１，０３８万７千人（両線乗継人員５６７万５千人を含む）で，西神・

山手線９，６２３万７千人（１日あたり２６万３千人），海岸線１，４１４万９千人（１日あたり３万

８千人）である。海岸線の乗車人員は４万１千人（０．３％）増加したが，西神・山手線の乗車人員

が１９９万人（２．０％）減少したため，全線で前年度に比べ１９４万８千人（１．７％）減少して

いる。 

「１キロ平均通過人員」は８万４千人で，西神・山手線の乗車人員の減少により，前年度に比べ 

１，１２１人（１．３％）減少している。 

「職員数」は年度末現在６４４人であり，その内訳は，損益勘定支弁職員６３１人及び資本勘定支

弁職員１３人で，海岸線全駅の嘱託化による定数減等により前年度末に比べ２９人減少している。 

 

２ 予算の執行状況 

(1) 収 益 的 収 支 

収益的収支の執行状況をみると，第２表のとおりである。 

収益的収入は，予算額２５３億３６万円に対して決算額２４４億４，１８７万円で，執行率は 

９６．６％となっている。これは主として，乗車人員が予定人員を下回ったことによる。 

収益的支出は，予算額３０５億５，７９３万円に対して決算額３０２億４，６４１万円で，執行

率は９９．０％となっている。これは，人件費が予定を下回ったものの，減価償却費が、海岸線の

資産計上を前年度末に修正したことに伴って予定を上回ったことなどによる。 
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(単位　比率：％）

30.6 0.0 0.0 30.6 0.0 0.0

22.7 0.0 0.0 22.7 0.0 0.0

7.9 0.0 0.0 7.9 0.0 0.0

208 0 0.0 208 0 0.0

168 0 0.0 168 0 0.0

40 0 0.0 40 0 0.0

64,826 △ 320 △ 0.5 65,146 604 0.9

53,706 △ 192 △ 0.4 53,898 168 0.3

11,120 △ 128 △ 1.1 11,248 436 4.0

19,038,769 △ 72,996 △ 0.4 19,111,765 76,275 0.4

16,394,732 △ 43,352 △ 0.3 16,438,084 46,653 0.3

2,644,037 △ 29,644 △ 1.1 2,673,681 29,622 1.1

110,387,117 △ 1,948,607 △ 1.7 112,335,724 △ 836,169 △ 0.7

96,237,121 △ 1,990,119 △ 2.0 98,227,240 △ 1,622,120 △ 1.6

50,113,074 △ 621,406 △ 1.2 50,734,480 △ 654,876 △ 1.3

46,124,047 △ 1,368,713 △ 2.9 47,492,760 △ 967,244 △ 2.0

14,149,996 41,512 0.3 14,108,484 785,951 5.9

6,623,015 △ 65,237 △ 1.0 6,688,252 762,990 12.9

7,526,981 106,749 1.4 7,420,232 22,961 0.3

17,098,094 △ 348,947 △ 2.0 17,447,041 △ 371,759 △ 2.1

15,754,736 △ 349,328 △ 2.2 16,104,064 △ 414,168 △ 2.5

7,029,461 △ 53,616 △ 0.8 7,083,077 △ 132,871 △ 1.8

8,725,275 △ 295,712 △ 3.3 9,020,987 △ 281,297 △ 3.0

1,343,358 381 0.0 1,342,977 42,409 3.3

462,238 △ 1,997 △ 0.4 464,235 34,879 8.1

881,121 2,380 0.3 878,741 7,529 0.9

178 0 0.0 178 1 0.6

147 0 0.0 147 0 0.0

31 0 0.0 31 1 3.3

52,161 △ 57 △ 0.1 52,218 66 0.1

44,917 4 0.0 44,913 5 0.0

7,244 △ 61 △ 0.8 7,305 61 0.8

302,430 △ 4,498 △ 1.5 306,928 △ 3,132 △ 1.0

263,663 △ 4,717 △ 1.8 268,380 △ 5,180 △ 1.9

38,767 219 0.6 38,548 2,048 5.6

46,844 △ 826 △ 1.7 47,670 △ 1,149 △ 2.4

43,164 △ 836 △ 1.9 44,000 △ 1,255 △ 2.8

3,680 11 0.3 3,669 106 3.0

84,549 △ 1,121 △ 1.3 85,670 △ 1,031 △ 1.2

365 △ 1 △ 0.3 366 1 0.3

644 △ 29 △ 4.3 673 △ 26 △ 3.7

631 △ 29 △ 4.4 660 △ 25 △ 3.6

13 0 0.0 13 △ 1 △ 7.1

備考：１　営業キロ程，在籍車両数及び職員数は，年度末現在の数値である。

　　　２　運転走行キロは，客車の延走行距離である。

　　　３　乗車人員及び乗車料収入には，福祉対策分を含む。なお，乗車人員には，両線乗継人員(5,675,174人)を含

　　　　　む．

　　　４　１キロ平均通過人員＝１日当たり延人キロ÷営業キロ程

(㎞)

(両)

(両)

(㎞)

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線

海 岸 線

年
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延
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定 期

定 期 外
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損 益 勘 定 支 弁 職 員

海 岸 線

西 神 ・ 山 手 線
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西 神 ・ 山 手 線
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海 岸 線

乗 車 料 収 入
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(2) 資 本 的 収 支 

資本的収支の執行状況をみると，第３表のとおりである。 

当年度の資本的収入の決算額は１３４億３，３５０万円である。これに対し，資本的支出の決算 

額は１８０億９，６６２万円で，その不足する額４６億６，３１１万円を消費税資本的収支調整額

８，５０６万円で補てんしているが，なお不足する４５億７，８０５万円は一時借入金で措置して

いる。 

ア 資 本 的 収 入 

資本的収入は，予算額１３８億４，０７１万円に対して決算額１３４億３，３５０万円で，執

行率は９７．１％となっている。これは主として，高資本費対策借換債などの企業債発行額が減

少したことによる。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

「企業債」は１０７億３，０００万円で，資本的収入の７９．９％を占めている。その内訳は，

高速鉄道建設改良に係る企業債１４億２，４００万円，特例債９億８，０００万円，高資本費対

策借換債２５億９，６００万円，資本費負担緩和債５７億３，０００万円である。特例債は昭和

５８年度から平成２年度までに発行した建設債の利息相当額を対象とするものであり，高資本費

対策借換債は，前々年度における旅客運輸収入に対する資本費の割合が全国平均以上の地下鉄事

業について，利率７％以上の公庫債につき，借換えを認めるものである。資本費負担緩和債は，

資金不足のある地下鉄事業について資本費負担を長期にわたって平準化し，資金不足の緩和を図

るためのものである。 

「出資金」は３億２，６００万円で，高速鉄道建設改良費に係る起債対象額のうち，地下鉄建

設改良分については２０％相当額，ニュータウン鉄道建設改良分については１０％相当額をそれ

ぞれ一般会計から受け入れるものである。 

(単位　金額：千円，比率：％）

金額(Ａ) 構成比率 金額（Ｂ） 構成比率

1 25,300,360 100.0 24,441,879 100.0 △ 858,481 96.6

(1) 21,015,820 83.1 20,155,485 82.5 △ 860,335 95.9

(2) 4,284,540 16.9 4,286,394 17.5 1,854 100.0

1 30,557,937 100.0 30,246,416 100.0 311,521 99.0

(1) 21,753,352 71.2 21,569,168 71.3 184,184 99.2

(2) 8,754,585 28.6 8,677,248 28.7 77,337 99.1

(3) 50,000 0.2 － － 50,000 －

営 業 費 用

営 業 外 費 用

備考: 予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

予 備 費

高 速 鉄 道 事 業 収 益

営 業 収 益

高 速 鉄 道 事 業 費

第　２　表　　　収　益　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　目
予　算　額 決　算　額 予算額に比べ

決算額の増減
又 は 不 用 額

執　行　率
（Ｂ／Ａ
×100)

営 業 外 収 益
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「補助金」は１１億３，６３２万円で，資本的収入の８．５％を占めている。主なものは，他

会計補助金９億９，６６０万円であり，これは企業債特別分元金償還補助金８億９，２８５万円

等を一般会計から受け入れたものである。 

「財産収入」は５億４，５９８万円で，全額が基金運用益である。 

「基金繰入金」は６億４，６０７万円で，保証金の返還に充当されている。 

イ 資 本 的 支 出 

資本的支出は，予算額１８５億８，５６１万円に対して決算額１８０億９，６６２万円で，執

行率は９７．４％となっている。 

以下，各項目別に決算状況を述べる。 

(ｱ) 高速鉄道建設費 

高速鉄道建設費は１９億１，７３９万円で，資本的支出の１０．６％を占めている。なお，

落札差額等による不用額８，９４２万円を生じたため，執行率は９５．５％となっている。 

「建物費」は４億７，９３８万円で，主な内訳は，長田駅エレベーター増設工事 

１億２７万円及び新長田駅省エネルギー設備導入工事８，３６６万円である。 

「車両費」は４億３，２８７万円で，主な内訳は，制御装置更新に係るぎ装及び車体改修工

事１億２，７９９万円及び制御装置更新工事１億３８４万円である。 

「機械装置費」は７億３，８１０万円で，主な内訳は，運転指令所統合化工事４億２７５万

円である。 

「総係費」は１億２，６３０万円で，資本勘定支弁職員に係る人件費及び諸経費である。 

(ｲ) 企業債償還金 

企業債償還金は１４８億８，５９０万円で，資本的支出の８２．３％を占めており，主な内

訳は，高速鉄道建設改良に係る企業債の元金償還１１７億３，９２４万円及び特例債の元金償

還２１億１８５万円である。 

(ｳ) 投    資 

投資は５億７，９２６万円で，全額が基金造成費である。 

(ｴ) 保証金返還金 

保証金返還金は６億４，６０７万円で，駅ビル等の賃貸に係る保証金等の返還金である。 
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(単位　金額：千円，比率：％）

1 13,840,711 100.0 13,433,509 100.0 △ 407,202 97.1

(1) 11,046,000 79.8 10,730,000 79.9 △ 316,000 97.1

ア 1,433,000 10.4 1,424,000 10.6 △ 9,000 99.4

イ 1,009,000 7.3 980,000 7.3 △ 29,000 97.1

ウ 2,874,000 20.8 2,596,000 19.3 △ 278,000 90.3

エ 5,730,000 41.4 5,730,000 42.7 － 100.0

(2) 329,000 2.4 326,000 2.4 △ 3,000 99.1

(3) 1,031,269 7.5 1,136,326 8.5 105,057 110.2

ア 997,854 7.2 996,608 7.4 △ 1,246 99.9

イ 33,415 0.2 32,946 0.2 △ 469 98.6

ウ － － 106,771 0.8 106,771 皆増

(4) 564,045 4.1 545,983 4.1 △ 18,062 96.8

(5) 654,211 4.7 646,073 4.8 △ 8,138 98.8

(6) 216,186 1.6 49,128 0.4 △ 167,058 22.7

1 18,585,610 100.0 18,096,624 100.0 488,986 97.4

(1) 2,006,816 10.8 1,917,393 10.6 89,423 95.5

ア 56,880 0.3 54,298 0.3 2,582 95.5

イ 535,032 2.9 479,382 2.6 55,650 89.6

ウ 52,000 0.3 35,138 0.2 16,862 67.6

エ 29,530 0.2 27,186 0.2 2,344 92.1

オ 432,879 2.3 432,879 2.4 － 100.0

カ 738,105 4.0 738,104 4.1 1 100.0

キ 10,176 0.1 10,175 0.1 1 100.0

ク 8,106 0.0 － － 8,106 －

ケ 130,185 0.7 126,308 0.7 3,877 97.0

コ 13,923 0.1 13,923 0.1 － 100.0

(2) 90,029 0.5 67,990 0.4 22,039 75.5

(3) 15,167,020 81.6 14,885,905 82.3 281,115 98.1

(4) 647,534 3.5 579,263 3.2 68,271 89.5

(5) 654,211 3.5 646,073 3.6 8,138 98.8

(6) 20,000 0.1 － － 20,000 －

　備考：予算額及び決算額には，消費税が含まれている。

工 具 器 具 備 品 費

受 託 工 事 費

車 両 費

機 械 装 置 費

諸 権 利 費

投 資

保 証 金 返 還 金

総 係 費

付 帯 事 業 建 設 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

資 本 的 支 出

高 速 鉄 道 建 設 費

資 本 的 収 入

企 業 債

企 業 債

資 本 費 負 担 緩 和 債

高 資 本 費 対 策 借 換 債

特 例 債

出 資 金

補 助 金

他 会 計 補 助 金

第　３　表　　　資　本　的　収　支　の　執　行　状　況

項　　　　目

予　算　額 決　算　額 予 算 額 に
比 べ 決 算
額 の 増 減
又 は 不 用 額

執 行 率
(Ｂ／Ａ
× 100)金　額

（Ａ）
構 成
比 率

金　額
（Ｂ）

構 成
比 率

国 庫 補 助 金

財 産 収 入

基 金 繰 入 金

そ の 他 補 助 金

用 地 費

雑 収 入

建 物 費

線 路 設 備 費

電 路 設 備 費
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３ 経 営 成 績 

(1) 損 益 状 況 

損益状況の推移をみると，第４－１表のとおりである。 

当年度は，収益２３４億９，６４８万円に対して費用２９３億８，７２５万円で，差引５８億 

９，０７７万円の純損失となっている。これに前年度繰越欠損金１，０２０億８１１万円を加えた

当年度未処理欠損金は１，０７８億９，８８９万円となっている。 

前年度と比べると，収益が５億２，７５４万円（２．２％）減少し，費用が２０億１，８４７万

円（６．４％）減少した結果，経常損失は１４億９，０９２万円改善している。営業収支比率は 

８９．９％，経常収支比率は８０．０％であり，それぞれ前年度に比べ４．３ポイント，３．５ポ

イント上昇している。 

なお，線別の損益状況は第４－２表のとおりである。 

(2) 収    益 

ア 営 業 収 益 

営業収益は１９２億１，１４２万円で，前年度に比べ３億８，４９１万円（２．０％）減少し

ている。 

「運輸収入」は１６９億１，３８２万円で，収益の７２．０％を占めており，海岸線において

乗車人員の増加により３３万円増加したが，西神・山手線で乗車人員の減少により３億 

４，９４５万円減少したため，全線では前年度に比べ３億４，９１１万円（２．０％）減少して

いる。 

「運輸雑収入」は９億１，０７１万円で，広告料及び土地物件貸付料等であり，広告料の減収

などにより，前年度に比べ３，６５６万円（３．９％）減少している。 

「付帯事業収入」は１２億２６２万円で，付帯事業として建設した駅ビル等の賃貸料であり，

前年度並みとなった。 

イ 営 業 外 収 益 

営業外収益は４２億８，５０５万円で，前年度に比べ１億４，２６２万円（３．２％）減少し

ている。 

「他会計補助金」は３４億５，６１４万円で，特例債の元金償還金などに対する一般会計から

の補助金であり，前年度に比べ１億３，７３８万円（３．８％）減少している。 

「国庫補助金」は３００万円で，「三位一体の改革」により特例債利子に対する補助金が廃止さ

れたことに伴い，前年度に比べ５，７５２万円（９５．０％）減少している。 

「県補助金」は２億２，４００万円で，西神・山手線の建設費償還金に係る補助金である。 

「基金繰入金」は５億４，５００万円で，自動車事業会計への繰出金の財源等として基金から

繰り入れたものである。 
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(3) 費    用 

ア 営 業 費 用 

営業費用は２１３億７，６２０万円で，前年度に比べ１５億４１０万円（６．６％）減少して

いる。 

「経費」は４５億２，４４０万円で，前年度に比べ１億１，３０５万円（２．６％）増加して

いる。これは主として，経費の削減に努めたものの，駅務業務委託の見直しによる委託料，報酬

及賃金等の増による運輸費の増加による。 

「人件費」は６６億８８５万円で，損益勘定支弁職員に係るものであり，主として，海岸線全

駅の嘱託化による定数減等により，前年度に比べ９億６，５０８万円（１２．７％）減少してい

る。 

「減価償却費」は１０２億４，２９４万円で，費用の３４．９％を占めており，前年度に比べ

６億５，２０７万円（６．０％）減少している。 

イ 営 業 外 費 用 

営業外費用は８０億１，１０５万円で，前年度に比べ５億１，４３６万円（６．０％）減少し

ている。 

「支払利息及企業債諸費」は７５億８６４万円で，費用の２５．６％を占めており，主な内訳

は，企業債利子７２億１，８０４万円及び特例債利子１億８，０８０万円である。企業債の償還

及び高利率の企業債の借換えが進んだこと等により，前年度に比べ５億１，４５４万円（６．４％）

減少している。 

「他会計繰出金」は５億円で，地下鉄沿線関連バス運行経費の収支差負担の軽減を目的として，

自動車事業会計へ繰り出したものである。 
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(A) 23,496,484 100.0 △ 527,544 △ 2.2 24,024,028 100.0 1,764,375 7.9

(a) 19,211,429 81.8 △ 384,917 △ 2.0 19,596,346 81.6 △ 439,867 △ 2.2

16,913,820 72.0 △ 349,115 △ 2.0 17,262,935 71.9 △ 373,705 △ 2.1

184,275 0.8 170 0.1 184,105 0.8 1,946 1.1

910,711 3.9 △ 36,562 △ 3.9 947,273 3.9 △ 41,577 △ 4.2

1,202,624 5.1 592 0.0 1,202,032 5.0 △ 26,530 △ 2.2

4,285,055 18.2 △ 142,627 △ 3.2 4,427,682 18.4 2,204,242 99.1

31 0.0 6 24.0 25 0.0 △ 4 △ 13.8

3,456,149 14.7 △ 137,382 △ 3.8 3,593,531 15.0 2,182,001 154.6

3,000 0.0 △ 57,529 △ 95.0 60,529 0.3 7,180 13.5

224,000 1.0 0 0.0 224,000 0.9 0 0.0

545,000 2.3 45,000 9.0 500,000 2.1 0 0.0

56,875 0.2 7,279 14.7 49,596 0.2 15,064 43.6

(B) 29,387,258 100.0 △ 2,018,470 △ 6.4 31,405,728 100.0 △ 696,954 △ 2.2

(b) 21,376,202 72.7 △ 1,504,108 △ 6.6 22,880,310 72.9 △ 142,208 △ 0.6

4,524,406 15.4 113,051 2.6 4,411,355 14.0 △ 54,347 △ 1.2

線 路 保 存 費 300,406 1.0 △ 17,070 △ 5.4 317,476 1.0 11,026 3.6

電 路 保 存 費 504,396 1.7 64,638 14.7 439,758 1.4 33,141 8.2

車 両 保 存 費 789,709 2.7 △ 10,542 △ 1.3 800,251 2.5 12,969 1.6

運 転 費 599,191 2.0 △ 4,601 △ 0.8 603,792 1.9 △ 27,153 △ 4.3

運 輸 費 1,682,364 5.7 124,610 8.0 1,557,754 5.0 11,540 0.7

運 輸 管 理 費 430,734 1.5 △ 32,270 △ 7.0 463,004 1.5 △ 49,036 △ 9.6

一 般 管 理 費 217,607 0.7 △ 11,714 △ 5.1 229,321 0.7 △ 46,832 △ 17.0

6,608,855 22.5 △ 965,085 △ 12.7 7,573,940 24.1 △ 180,815 △ 2.3

10,242,941 34.9 △ 652,074 △ 6.0 10,895,015 34.7 92,954 0.9

8,011,056 27.3 △ 514,361 △ 6.0 8,525,417 27.1 △ 554,748 △ 6.1

7,508,642 25.6 △ 514,543 △ 6.4 8,023,185 25.5 △ 556,884 △ 6.5

500,000 1.7 0 0.0 500,000 1.6 0 0.0

2,414 0.0 182 8.2 2,232 0.0 2,136 ほぼ皆増

△ 5,890,774 － 1,490,926 － △ 7,381,700 － 2,461,329 －

(D) － － － － － － － －

(E) － － △ 48,176 皆減 48,176 － 48,176 皆増

△ 5,890,774 － 1,539,102 － △ 7,429,876 － 2,413,153 －

89.9 － 4.3 － 85.6 － △ 1.4 －

80.0 － 3.5 － 76.5 － 7.2 －

23,689,491

26,102,644

－

－

△ 94,578,243

△ 102,008,119

－

－

△ 7,429,876 －

△ 5,890,775

△ 102,008,119 －

△ 107,898,894 － －

営 業 外 費 用

支払利息及企業債諸費

雑 支 出

減 価 償 却 費

費 用

営 業 費 用

経 費

第　４－１　表　　　損　　益　　状　　況　　の　　比　　較　　　

運 輸 収 入

他 会 計 負 担 金

運 輸 雑 収 入

対前年度
増　　減

項     目
金   額

構成
比率

構成
比率

対前年度
増　　減

平　　成　　16　　年　　度 平　　成　　15　　年　　度

(単位　金額：千円，比率：％)

収 益

営 業 収 益

対前年度
増 減 率

金   額
対前年度
増 減 率

営　業　収　支　比　率　(a/b×100)

経　常　収　支　比　率　(A/B×100)

(G)

経 常 損 益 (C=A-B)

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金
（ △ 繰 越 欠 損 金 ）

特 別 利 益

特 別 損 失

当 年 度 純 損 益 (F=C+D-E)

付 帯 事 業 収 入

県 補 助 金

基 金 繰 入 金

他 会 計 繰 出 金

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 配 当 金

他 会 計 補 助 金

国 庫 補 助 金

雑 収 入

人 件 費

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
（ △ 未 処 理 欠 損 金 ）

(F+G)
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(4) 単位当たりの営業収益と営業費用 

１車１キロ当たり（電車１両が営業運転により１キロ走行した場合）の営業収益と営業費用の推

移をみると，第５表のとおりである。 

全線についてみると，営業収益は１，００９円７銭で，前年度に比べ１６円２９銭（１．６％）

減少しているのに対して，営業費用は１，１２２円７７銭で，前年度に比べ７４円４１銭（６．２％）

減少している。この結果，１車１キロ当たりの営業損失は，前年度に比べ５８円１３銭減少し， 

１１３円７０銭となっている。 

これを線別にみると，西神・山手線においては，主として営業収益が減少したものの営業費用の

減少がこれを上回ったため，１車１キロ当たりの営業利益は，前年度に比べ２７円４７銭増加し，

３１３円６９銭となっている。 

海岸線においては，営業収益が微増し，人件費及び減価償却費が減少したため，１車１キロ当た

りの営業損失は，前年度に比べ２２４円１３銭改善している。しかし，減価償却費が多大なため，

２，７６３円８５銭の営業損失となっている。 

(A) 20,799,369 100.0 △ 510,349 △ 2.4 21,309,718 100.0 1,750,438 8.9

(a) 17,706,938 85.1 △ 379,533 △ 2.1 18,086,471 84.9 △ 464,842 △ 2.5

3,092,431 14.9 △ 130,816 △ 4.1 3,223,247 15.1 2,215,281 219.8

(B) 17,791,026 100.0 △ 1,235,926 △ 6.5 19,026,952 100.0 △ 574,288 △ 2.9

(b) 12,563,995 70.6 △ 817,533 △ 6.1 13,381,528 70.3 △ 14,636 △ 0.1

5,227,031 29.4 △ 418,393 △ 7.4 5,645,424 29.7 △ 559,652 △ 9.0

5,142,943 － 438,000 9.3 4,704,943 － △ 450,207 △ 8.7

3,008,343 － 725,577 31.8 2,282,766 － 2,324,727 －

営 業 収 支 比 率　　(a/b×100) 140.9 － 5.7 － 135.2 － △ 3.3 －

経 常 収 支 比 率  　(A/B×100) 116.9 － 4.9 － 112.0 － 12.2 －

(A) 2,697,115 100.0 △ 17,195 △ 0.6 2,714,310 100.0 13,937 0.5

(a) 1,504,491 55.8 △ 5,384 △ 0.4 1,509,875 55.6 24,976 1.7

1,192,624 44.2 △ 11,810 △ 1.0 1,204,434 44.4 △ 11,040 △ 0.9

(B) 11,596,233 100.0 △ 782,543 △ 6.3 12,378,776 100.0 △ 122,666 △ 1.0

(b) 8,812,207 76.0 △ 686,575 △ 7.2 9,498,782 76.7 △ 127,572 △ 1.3

2,784,025 24.0 △ 95,969 △ 3.3 2,879,994 23.3 4,906 0.2

△ 7,307,716 － 681,191 － △ 7,988,907 － 152,547 －

△ 8,899,117 － 765,349 － △ 9,664,466 － 136,603 －

営 業 収 支 比 率　　(a/b×100) 17.1 － 1.2 － 15.9 － 0.5 －

経 常 収 支 比 率  　(A/B×100) 23.3 － 1.4 － 21.9 － 0.3 －

営 業 損 益 (a-b)

経 常 損 益 (A-B)

西
神
･
山
手
線

営 業 外 収 益

営 業 収 益

費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

営 業 損 益 (a-b)

経 常 損 益 (A-B)

海
　
　
岸
　
　
線

収 益

費 用

営 業 外 費 用

対前年度
増　　減

項     目
金   額

構成
比率

平　　成　　15　　年　　度

収 益

対前年度
増 減 率

金   額
対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　　減

　第　４－２　表　　　線　　別　　損　　益　　状　　況

営 業 費 用

(単位　金額：千円，比率：％)

平　　成　　16　　年　　度

営 業 収 益

営 業 外 収 益
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(単位　金額：円，比率：％)  

898.07 89.0 △ 14.83 △ 1.6 912.90 89.0 △ 23.18 △ 2.5

111.00 11.0 △ 1.46 △ 1.3 112.46 11.0 △ 4.03 △ 3.5

1,009.07 100.0 △ 16.29 △ 1.6 1,025.36 100.0 △ 27.21 △ 2.6

347.13 30.9 △ 49.17 △ 12.4 396.30 33.1 △ 11.08 △ 2.7

237.64 21.2 6.82 3.0 230.82 19.3 △ 3.78 △ 1.6

538.00 47.9 △ 32.07 △ 5.6 570.07 47.6 2.60 0.5

1,122.77 100.0 △ 74.41 △ 6.2 1,197.18 100.0 △ 12.27 △ 1.0

△ 113.70 － 58.13 － △ 171.83 － △ 14.95 －

34.4 － △ 4.2 － 38.6 － △ 0.1 －

960.96 89.0 △ 18.72 △ 1.9 979.68 89.0 △ 28.06 △ 2.8

119.07 11.0 △ 1.53 △ 1.3 120.60 11.0 △ 3.43 △ 2.8

1,080.04 100.0 △ 20.24 △ 1.8 1,100.28 100.0 △ 31.49 △ 2.8

302.47 39.5 △ 34.50 △ 10.2 336.97 41.4 14.67 4.6

192.19 25.1 2.04 1.1 190.15 23.4 △ 10.89 △ 5.4

271.69 35.5 △ 15.25 △ 5.3 286.94 35.2 △ 6.99 △ 2.4

766.34 100.0 △ 47.72 △ 5.9 814.06 100.0 △ 3.21 △ 0.4

313.69 － 27.47 － 286.22 － △ 28.28 －

28.0 － △ 2.6 － 30.6 － 2.1 －

508.07 89.3 5.78 1.2 502.29 88.9 10.41 2.1

60.94 10.7 △ 1.48 △ 2.4 62.42 11.1 △ 7.30 △ 10.5

569.01 100.0 4.29 0.8 564.72 100.0 3.12 0.6

624.05 18.7 △ 137.01 △ 18.0 761.06 21.4 △ 173.77 △ 18.6

519.46 15.6 38.60 8.0 480.86 13.5 38.19 8.6

2,189.36 65.7 △ 121.42 △ 5.3 2,310.78 65.0 47.53 2.1

3,332.86 100.0 △ 219.84 △ 6.2 3,552.70 100.0 △ 88.05 △ 2.4

△ 2,763.85 － 224.13 － △ 2,987.98 － 91.17 －

109.7 － △ 25.1 － 134.8 － △ 31.7 －

備考：１　営業収益の｢乗車料収入｣は,運輸収入及び他会計負担金である。

　　　２　営業収益の｢その他｣は,運輸雑収入及び付帯事業収入である。　

　　　３　収益・費用の線別区分については，営業キロ程等により按分したものが含まれている。

第　５　表　　　高速鉄道事業走行１車１キロ当たりの営業収益と営業費用

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

営
業
収
益

営
業
費
用

そ の 他

計

営
業
費
用

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

営
業
収
益

人 件 費

乗 車 料 収 入

そ の 他

計

営 業 損 益

人件費／営業収益×100

平　　成　　15　　年　　度

項     目
金   額

対前年度
増 減 率

構成
比率

対前年度
増　　減

経 費

減 価 償 却 費

計

営
業
収
益

計

経 費

計

減 価 償 却 費

乗 車 料 収 入

そ の 他

西
神
・
山
手
線

海
　
　
岸
　
　
線

全
　
　
　
　
　
線

人 件 費

経 費

減 価 償 却 費

営
業
費
用

計

乗 車 料 収 入

人 件 費

平　　成　　16　　年　　度

金   額
構成
比率

対前年度
増　　減

対前年度
増 減 率
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４ 財 政 状 態 

平成１６年度末の貸借対照表を前年度末のそれと比較すると，第６表のとおりである。 

以下，主な項目について述べる。 

(1) 資    産 

資産総額は３，７２１億５，０７７万円で，前年度末に比べ１０３億３，８７０万円（２．７％）

減少している。 

ア 固 定 資 産 

固定資産は３，６９２億９，９０６万円で，前年度末に比べ９１億７５７万円（２．４％）減

少している。 

(ｱ) 運送施設固定資産 

運送施設固定資産は３，２４８億２，４５７万円で，前年度末に比べ８４億６，４８７万円

（２．５％）減少している。 

「土地」は１１２億７６５万円で，長田工業高校移転跡地のうち，新長田換気塔用地につい

て，市教育委員会から有償移管を受けたことにより，前年度末に比べ５，４２９万円増加して

いる。 

「建物」は４４１億３，２９３万円で，前年度末に比べ１４億２，９９１万円（３．１％）

減少している。これは，長田駅エレベーター増設等により２億２７０万円増加したが，減価償

却により１６億３，２６１万円減少したことによる。 

「線路設備」は２，２２３億８，５４９万円で，前年度末に比べ３９億１，９５４万円 

（１．７％）減少している。これは，長田駅エレベーター増設等により１億９，６２４万円増

加したものの，減価償却等により４１億１，５７８万円減少したことによる。 

「電路設備」は１９１億７，４１２万円で，前年度末に比べ５億９，５２１万円（３．０％）

減少している。これは，名谷車庫連動設備更新等により４億１５６万円増加したものの，減価

償却等により９億９，６７８万円減少したことによる。 

「車両」は８２億２，８４８万円で，前年度末に比べ９億４，４６６万円（１０．３％）減

少している。これは，制御装置更新及び ATC／ATO 更新等により４億１，２２６万円増加し

たものの，減価償却等により１３億５，６９３万円減少したことによる。 

「機械装置」は１７５億４，９７６万円で，前年度末に比べ１０億１，８２５万円（５．５％）

減少している。これは，新紙幣対応券売機改修及び大倉山駅駅舎冷房装置更新等により３億 

２，５０１万円増加したものの，減価償却等により１３億４，３２７万円減少したことによる。 

(ｲ) 付帯事業固定資産 

付帯事業固定資産は５２億６４５万円で，前年度末に比べ２億２，８６７万円（４．２％）

減少している。これは，新長田駅ビルのリニューアル及び西神立体駐車場の改良等により， 
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６，７２１万円増加したものの，減価償却により２億９，５８９万円減少したことによる。 

(ｳ) 投    資 

投資は３８６億４，９５３万円で，前年度末に比べ６億１，１８１万円（１．６％）減少し

ている。このうち「基金」は３８５億９，７９３万円で，当年度は５億７，９２６万円を造成

し，１１億９，１０７万円を取り崩している。基金取崩額の内訳は，自動車事業会計へ繰り出

すための財源等として５億４，５００万円及び保証金等返還金６億４，６０７万円である。 

イ 流 動 資 産 

流動資産は２８億５，１７１万円で，前年度末に比べ１２億３，１１３万円（３０．２％）減

少している。これは主として，「現金預金」が減少したことによる。 

(2) 負    債 

負債総額は４６８億８，８１９万円で，前年度末に比べ２８億６，８１８万円（６．５％）増加

している。 

ア 固 定 負 債 

固定負債は３４４億３，４６８万円で，前年度末に比べ３９億９，３５６万円（１３．１％）

増加している。 

「企業債」は２８６億３，７７５万円で，新たに「資本費負担緩和債」などを６７億 

１，０００万円発行し，「特例債」などを２１億４６２万円償還したことにより，前年度末に比べ

４６億５３７万円（１９．２％）増加している。なお，財源対策である「資本費負担緩和債」は，

１９４億８，４００万円で，前年度末に比べ５７億３，０００万円（４１．７％）増加している。 

「その他固定負債」は５７億９，６９２万円で，駅ビル等の賃貸に係る保証金等である。 

イ 流 動 負 債 

流動負債は１２４億５，３５１万円で，前年度末に比べ１１億２，５３７万円（８．３％）減

少している。これは主として「一時借入金」が減少したことによる。 

(3) 資    本 

資本総額は３，２５２億６，２５８万円で，前年度末に比べ１３２億６８９万円（３．９％）減

少している。 

ア 資  本  金 

資本金は２，９１２億６，６７１万円で，前年度末に比べ８４億３，５２８万円（２．８％）

減少している。 

「自己資本金」は７８６億９，７９０万円で，一般会計から出資金を受け入れたことにより，

前年度末に比べ３億２，６００万円（０．４％）増加している。 

「借入資本金」は２，１２５億６，８８１万円で，前年度末に比べ８７億６，１２８万円 

（４．０％）減少している。これは「企業債」を１４億２，４００万円発行し，１１７億 
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３，６４７万円償還したこと及び「高資本費対策借換債」を２５億９，６００万円発行し， 

１０億４，４８０万円償還したことによる。 

イ 剰  余  金 

剰余金は３３９億９，５８７万円で，前年度末に比べ４７億７，１６１万円（１２．３％）減

少している。 

(ｱ) 資 本 剰 余 金 

資本剰余金は１，４１８億９，４７６万円で，前年度末に比べ１１億１，９１６万円 

（０．８％）増加している。 

「建設補助金」は７５０億１，４１８万円で，省エネルギー等対策事業補助金等を受け入れ

たことにより，前年度末に比べ１億７，７４５万円（０．２％）増加している。 

「他会計補助金」は企業債元金償還に対する一般会計からの補助金で，前年度末に比べ９億

３，６３５万円増加し４３億８２６万円となっている。 

 (ｲ) 欠  損  金 

欠損金は，当年度純損失５８億９，０７７万円と，前年度繰越欠損金１，０２０億８１１万

円とを合わせ，１，０７８億９，８８９万円となっている。 

(4) キャッシュ・フローの状況 

当年度における現金預金の増加又は減少（キャッシュ・フロー）を，営業活動，投資活動，財務

活動に区分すると，第７表のとおりである。 

営業活動では，多額の減価償却費があること、前年度から特例債元金償還に対する一般会計補助

金を営業外収益としていることなどにより３８億８，４０８万円のキャッシュを生じ，投資活動で

は，建設改良工事などで８億２，７５９万円のキャッシュを使用した。しかし，財務活動では，企

業債の元金償還が多く，４１億５，５４６万円のキャッシュを使用した。この結果，平成１６年度

末の現金預金残高は，前年度末に比べて，１０億９，８９６万円減少し，２０億１，０６７万円と

なっている。 
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備考：有形固定資産の減価償却累計額は，157,692,531 円である。

372,150,777 100.0 382,489,484 100.0 △ 10,338,707 △ 2.7
Ⅰ 369,299,066 99.2 378,406,640 98.9 △ 9,107,574 △ 2.4

1 324,824,573 87.3 333,289,445 87.1 △ 8,464,872 △ 2.5
(1) 323,659,795 87.0 331,570,269 86.7 △ 7,910,474 △ 2.4

ア 土 地 11,207,659 3.0 11,153,361 2.9 54,298 0.5
　 イ 建 物 44,132,935 11.9 45,562,845 11.9 △ 1,429,910 △ 3.1

ウ 線 路 設 備 222,385,494 59.8 226,305,034 59.2 △ 3,919,540 △ 1.7
　 エ 電 路 設 備 19,174,120 5.2 19,769,337 5.2 △ 595,217 △ 3.0

オ そ の 他 構 築 物 839,695 0.2 889,621 0.2 △ 49,926 △ 5.6
　 カ 車 両 8,228,480 2.2 9,173,146 2.4 △ 944,666 △ 10.3

キ 機 械 装 置 17,549,763 4.7 18,568,019 4.9 △ 1,018,256 △ 5.5
ク 工 具 器 具 備 品 141,649 0.0 148,905 0.0 △ 7,256 △ 4.9

　 　 (2) 1,164,778 0.3 1,719,176 0.4 △ 554,398 △ 32.2
　 ア 電気ｶﾞｽ供給施設利用権 216,736 0.1 221,995 0.1 △ 5,259 △ 2.4

イ 電 話 施 設 利 用 権 6,178 0.0 6,178 0.0 0 0.0
ウ 地 上 権 921,422 0.2 1,459,964 0.4 △ 538,542 △ 36.9

　 エ 通 行 権 17,022 0.0 26,677 0.0 △ 9,655 △ 36.2
オ ソ フ ト ウ ェ ア 3,419 0.0 4,362 0.0 △ 943 △ 21.6

　 ２ 5,206,455 1.4 5,435,131 1.4 △ 228,676 △ 4.2
　 (1) 5,206,455 1.4 5,435,131 1.4 △ 228,676 △ 4.2
３ 618,507 0.2 396,000 0.1 222,507 56.2
４ － － 22,523 0.0 △ 22,523 皆減
５ － － 2,200 0.0 △ 2,200 皆減
６ 38,649,531 10.4 39,261,341 10.3 △ 611,810 △ 1.6

(1) 51,600 0.0 51,600 0.0 0 0.0
(2) 38,597,931 10.4 39,209,741 10.3 △ 611,810 △ 1.6

Ⅱ 2,851,711 0.8 4,082,843 1.1 △ 1,231,132 △ 30.2
１ 2,010,678 0.5 3,109,645 0.8 △ 1,098,967 △ 35.3
２ 729,722 0.2 850,511 0.2 △ 120,789 △ 14.2
３ 100,314 0.0 111,716 0.0 △ 11,402 △ 10.2
４ 10,997 0.0 10,972 0.0 25 0.2

372,150,777 100.0 382,489,484 100.0 △ 10,338,707 △ 2.7
46,888,190 12.6 44,020,003 11.5 2,868,187 6.5

Ⅰ 34,434,680 9.3 30,441,115 8.0 3,993,565 13.1
1 28,637,757 7.7 24,032,381 6.3 4,605,376 19.2

(1) 9,116,286 2.4 10,238,143 2.7 △ 1,121,857 △ 11.0
　 (2) 19,484,000 5.2 13,754,000 3.6 5,730,000 41.7

(3) 37,471 0.0 40,238 0.0 △ 2,767 △ 6.9
２ 5,796,923 1.6 6,408,734 1.7 △ 611,811 △ 9.5

Ⅱ 12,453,511 3.3 13,578,888 3.6 △ 1,125,377 △ 8.3
　 １ 7,650,000 2.1 8,600,000 2.2 △ 950,000 △ 11.0
　 ２ 3,628,062 1.0 3,825,374 1.0 △ 197,312 △ 5.2
　 ３ 1,092,164 0.3 1,053,677 0.3 38,487 3.7
　 ４ 83,285 0.0 99,368 0.0 △ 16,083 △ 16.2

５ － － 470 0.0 △ 470 皆減

325,262,587 87.4 338,469,481 88.5 △ 13,206,894 △ 3.9
Ⅰ 291,266,714 78.3 299,701,995 78.4 △ 8,435,281 △ 2.8

１ 78,697,900 21.1 78,371,900 20.5 326,000 0.4
(1) 145,900 0.0 145,900 0.0 0 0.0
(2) 78,552,000 21.1 78,226,000 20.5 326,000 0.4

２ 212,568,814 57.1 221,330,095 57.9 △ 8,761,281 △ 4.0
(1) 207,197,723 55.7 217,510,197 56.9 △ 10,312,474 △ 4.7
(2) 5,371,090 1.4 3,819,898 1.0 1,551,192 40.6

Ⅱ 33,995,873 9.1 38,767,486 10.1 △ 4,771,613 △ 12.3
１ 141,894,767 38.1 140,775,605 36.8 1,119,162 0.8

(1) 1,031,661 0.3 1,026,302 0.3 5,359 0.5
(2) 7,461,283 2.0 7,461,283 2.0 0 0.0
(3) 75,014,184 20.2 74,836,734 19.6 177,450 0.2
(4) 37,844,404 10.2 37,844,404 9.9 0 0.0
(5) 16,065,077 4.3 16,065,077 4.2 0 0.0
(6) 4,308,266 1.2 3,371,914 0.9 936,352 27.8
(7) 169,892 0.0 169,892 0.0 0 0.0

２ △ 107,898,894 △ 29.0 △ 102,008,119 △ 26.7 △ 5,890,775 －
(△5,890,774) － (△7,429,876) － (1,539,102 ) －

企 業 債
特 例 債
資 本 費 負 担 緩 和 債
災 害 復 旧 事 業 債

未 収 金
貯 蔵 品
そ の 他 流 動 資 産

投 資 有 価 証 券
基 金

流 動 資 産
現 金 預 金

運 送 施 設 建 設 仮 勘 定
新 交 通 施 設 建 設 仮 勘 定

資 産
固 定 資 産

運 送 施 設 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

付 帯 事 業 建 設 仮 勘 定
投 資

無 形 固 定 資 産

付 帯 事 業 固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 設 補 助 金

欠 損 金
（うち当年度純損失）

他 会 計 繰 入 金
基 金 収 入 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 資 本 剰 余 金

前 受 金
預 り 金

資 本 剰 余 金
受 贈 財 産 評 価 額

自 己 資 本 金
自 己 資 本 金
他 会 計 出 資 金

借 入 資 本 金
企 業 債
高 資 本 費 対 策 借 換 債

そ の 他 固 定 負 債
流 動 負 債

一 時 借 入 金
未 払 金

第　６　表　　　高速鉄道事業会計比較貸借対照表　　
(単位  金額:千円，比率:％）

科        目
平成16年度末 平成15年度末

対前年度増減
（Ａ－Ｂ）

金　　額
（Ａ）

構成
比率

金　　額
（Ｂ）

そ の 他 流 動 負 債

資 本
資 本 金

負 債 及 び 資 本
負 債

固 定 負 債

構成
比率

対前年度
増 減 率

剰 余 金

建 設 受 入 寄 付 金
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(単位　金額：千円） 　

Ⅰ 3,884,084 471,669 3,412,415 2,818,398 594,017

　当 年 度 純 利 益 （ △ 純 損 失 ） △ 5,890,774 △ 7,429,876 △ 9,843,029

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） △ 545,000 △ 500,000 △ 500,000

　減 価 償 却 費 10,242,941 10,895,015 10,802,061

過 年 度 分 減 価 償 却 費 － 48,176 －

固 定 資 産 除 却 損 120,130 67,895 41,837

未 収 金 の 増 減 120,788 52,873 2,834,424

貯 蔵 品 の 増 減 11,402 △ 3,556 △ 1,273

そ の 他 の 流 動 資 産 の 増 減 △ 26 392 3,710

未 払 金 の 増 減 △ 197,313 336,536 △ 2,764,371

前 受 金 の 増 減 38,488 △ 55,991 35,240

預 り 金 の 増 減 △ 16,083 907 △ 15,007

　そ の 他 の 流 動 負 債 の 増 減 △ 470 44 426

Ⅱ △ 827,590 △ 261,909 △ 565,681 △ 69,666 △ 496,015

　高 速 鉄 道 建 設 費 △ 1,917,393 △ 1,665,859 △ 1,595,365

付 帯 事 業 建 設 費 △ 67,990 △ 18,337 △ 16,005

投 資 △ 579,263 △ 512,819 △ 522,594

貸 付 金 － － △ 1,610

財 産 収 入 545,983 500,278 △ 435,679

基 金 繰 入 金 （ 資 本 的 収 入 ） 646,073 631,055 702,270

基 金 繰 入 金 （ 営 業 外 収 益 ） 545,000 500,000 500,000

貸 付 金 返 還 金 － － 1,610

Ⅲ △ 4,155,462 △ 1,295,154 △ 2,860,308 △ 2,396,913 △ 463,395

一 時 借 入 金 の 増 減 △ 950,000 0 0

企 業 債 収 入 8,134,000 8,169,000 7,895,000

出 資 金 収 入 326,000 300,000 273,000

補 助 金 収 入 1,136,326 728,371 2,681,451

雑 収 入 49,128 29,433 96,007

企 業 債 償 還 金 △ 12,289,905 △ 11,528,681 △ 10,807,266

保 証 金 返 還 金 △ 646,073 △ 631,055 △ 668,670

　消 費 税 資 本 的 収 支 調 整 額 85,063 72,625 67,083

Ⅳ △ 1,098,968 △ 1,085,394 △ 13,574 351,819 △ 365,393

Ⅴ 3,109,645 △ 13,575 3,123,220 △ 365,393 3,488,613

Ⅵ 2,010,678 △ 1,098,967 3,109,645 △ 13,575 3,123,220

備考：１　本表は間接法により作成している。

２　項目は，原則として損益計算書，貸借対照表及び決算報告書の科目によっている。

　 　雑収入については，その主たる内容によっている。

３　未収金の増減，貯蔵品の増減，その他の流動資産の増減の数値がプラスの場合はそれぞれ

　の資産の減少を，マイナスの場合は資産の増加を表す。

４　企業債収入及び企業債償還金は借換債を含んでいない。

平成14年度

第　７　表　　　キ　ャ　ッ　シ　ュ ・ フ　ロ　ー　計　算　書

営業活動によるキャッシュ・フロー

項　　　　目 平成16年度 対前年度増減

現 金 預 金 期 首 残 高

平成15年度

現 金 預 金 期 末 残 高

財務活動によるキャッシュ・フロー

当 期 現 金 預 金 増 減 額

投資活動によるキャッシュ・フロー

対前年度増減
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５ ま と め 

業務面では，人と環境にやさしい地下鉄を目指し、西神・山手線におけるエレベーターの増設やオ

ストメイト対応トイレの設置などによるバリアフリー化，駅冷房設備の更新による省エネルギー化を

推進した。 

また，列車非常停止装置の設置，車両ＡＴＣ／ＡＴＯ装置や車両制御装置の更新，火災合同消防訓

練の実施などにより，公共交通機関の原点である乗客の安全確保，安全運行に努めた。 

さらに，交通･環境モニター実証実験「エコモーション神戸（エコファミリー制度、エコショッピン

グ制度）」を引き続き行い，平成１５年１０月の実験開始以来，休日 1 日あたりの地下鉄利用者が約 

１，６００人増えるなど公共交通優先のまちづくりを推進した。 

経営面では，海岸線全駅の嘱託化などによる人件費の削減や，省エネルギー化設備の導入などによ

る経費の節減に取り組んだが，乗客数は依然として減少し運輸収入は前年に比べてさらに２％の減収

となった。地下鉄事業は，巨額の建設費によって企業債利子や減価償却費といった資本費負担が大き

く，収益を圧迫する要因となっているが，線別に見ると、西神・山手線では経費削減の効果により前

年度に引き続き単年度黒字を計上したものの，海岸線ではこの資本費負担が大きく、引き続き大幅な

赤字となった。この結果，全線では，経常収支比率が３．５ポイント改善して８０．０％となり，純

損失は５８億９千万円，未処理欠損金は１,０７８億９千万円となった。 

資金面では，資本費負担緩和債５７億３千万円を発行したが，なお１億円の資金悪化が生じ年度末

の不良債務額は９６億円にのぼっている。当年度末には７６億５千万円の一時借入金が残り，その一

部は，交通事業基金からの調達が限界に達したことにより金融機関からの借入れに頼らざるを得ない

結果となった。第７表（キャッシュ・フロー計算書）からは，多額の減価償却費をもってしても営業

活動から生じるキャッシュでは企業債などの借入金を償還することができず，さらにキャッシュを借

入れている状況がわかる。 

交通局は，こうした危機的な財政状態を打開するため，平成１６年９月に経営改革プラン《レボリ

ューション２００４》を策定した。高速鉄道事業では，平成１８年度に海岸線のランニング収支の赤

字を全線で解消するとともに，国，一般会計への制度改正等の要望を粘り強く行っていくことを財政

目標に掲げ，海岸線の駅務業務の委託拡大など抜本的な経営改善に取り組んでいる。 

  平成１７年度にはこうした経営改善の効果がさらに上がる見込みであるが，海岸線建設にかかる企

業債の償還がピークを迎えることや交通事業基金が枯渇してくることなどから資金調達は一段と厳し

い状況となる。 

このため，事業の進捗状況に応じた評価・検証を行うとともに，安全性の確保，乗客サービスの向

上，福祉・環境・まちづくりとの積極的な連携を図り，付帯事業を含めた事業全体の効率的な経営に

よって経営改革プラン《レボリューション２００４》を実現されるよう希望する。 
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参考資料　

（単位　比率：％）

平成16年度 平成15年度 平成14年度 平成13年度 備　考

構　成　比　率

(1) 固 定 資 産 構 成 比 率 99.23 98.93 98.94 98.19
固定資産＋繰延勘定

総　資　産

(2) 自 己 資 本 構 成 比 率 30.28 30.63 31.45 32.12
自　己　資　本
総　　資　　本

財　務　比　率

(3) 固 定 長 期 適 合 率 102.67 102.57 102.41 102.23
固　定　資　産

自己資本＋固定負債

(4) 流 動 比 率 22.90 30.07 31.18 45.81
流　動　資　産
流　動　負　債

(5) 現 金 預 金 比 率 16.15 22.90 23.49 21.75
現　金　預　金
流　動　負　債

(6) 負 債 比 率 230.23 226.53 217.98 211.32
負　　　　　債
自　己　資　本

収　　益　　率

(7) 総 資 本 利 益 率 △ 1.56 △ 1.92 △ 2.47 △ 2.09
当　年　度　純　利　益

平　均　総　資　本

(8) 自 己 資 本 利 益 率 △ 5.13 △ 6.18 △ 7.76 △ 6.53
当　年　度　純　利　益
平　均　自　己　資　本

(9) 営業利益対 営業 収益 比率 △ 11.27 △ 16.76 △ 14.90 △ 8.70
営　業　利　益
営　業　収　益

そ　　の　　他 　

(10) 総 資 本 回 転 率 0.08 0.08 0.08 0.08
経　常　費　用

平　均　総　資　本

(11) 自 己 資 本 回 転 率 0.26 0.26 0.25 0.24
経　常　費　用

平 均 自 己 資 本

(12) 企業債償還額対償還財源比率 342.03 387.68 1,126.89 529.32
企業債償還額

減価償却費＋当年度純利益

分　析　項　目

備考：経営分析方法については，153ページ参照。

経　　営　　分　　析　　表


